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研究成果の概要（和文）：原発事故は家族や地域コミュニティなどの社会関係を解体し、住民の分断さえもたら
した。喪失感を乗り越え被災者が自ら自立していくには交流の場、生活技術を活かした手の労働による生きがい
づくりや伝統文化・伝統芸能をとおしての地域の絆を取り戻そうとする実践、これらの活動を支えるコミュニテ
ィワーカーとしての住民リーダーの存在が重要であることが分かった。故郷を捨てない力が育まれているのであ
る。また、住民の分断を乗り越えるには、振り返り、語り合い、問題を発見し共有しあう学びの場（ラウンドテ
ーブル）が必須である。
　このようなかたちで被災当事者をエンパワメントする社会教育職員の養成が求められていることも確認され
た。

研究成果の概要（英文）：The families and the communities were dismantled by the nuclear disaster and
　divided　the residents. Nevertheless, the victims did not just stand paralyzed by the tragic 
affair.　Action and learning took placed in light of those catastrophe that should not be　
forgotten.　It was understood that exchanges between victims, and the knowledge and skills of women
　for the reason for living, the recovery of the bonds of local residents through folk　
entertainment and the presence of their leader was necessary for stepping ahead of　victims.　
Namely, it is  cooperative practices and learning by people who gave up their hometown　reflection 
talking, discovering a problem, and sharing with them was indispensable f　to confrontation between 
residents.
Thus, we checked that training professional staffs of adult and community education who　support 
nuclear accident victims by empowerment recovering was necessary.

研究分野： 社会教育　農村社会学　ジェンダー学習論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)背景 
2011 年 3月 11 日午後 2時 46 分、宮城県三

陸沖を震源とする国内観測史上最大規模の
マグニチュード9.0の大震災が日本列島を襲
い、大地震に続く津波が北海道から東北、関
東に及び東日本太平洋岸一帯を呑み込み、壊
滅的な打撃を与えた。しかし、大震災の被害
は地震・津波によるものだけではなかった。
地震・津波に伴う東京電力福島第一原発の全
電源喪失、メルトダウン、１号機～４号機の
相次ぐ爆発により高濃度の大量の放射性物
質の飛散は広範囲にわたり、浜通りの原発周
辺の住民は強制避難を余儀なくされた。 
本研究は、震災から３年を経た 2014 年、

岩手県、宮城県においては復興に踏み出しつ
つあったが、福島県においてはいまだ 10 万
人をこえる人々が県内外に避難する事態と
なっている時から出発した。福島ではどのよ
うな事態が進行しているのか、そこにいかな
る社会教育実践が求められているのか、宮城
県や岩手県の被災地では学校の果たす役割
の大きさが浮かび上がってきたが、社会教育
がどのような役割を果たしているかは自明
ではなかった。 
 
(2)研究動向 
研究代表者及び研究分担者は①被災当事

者による学習活動に関する研究、②震災復興
における公民館の機能・役割に関する研究、
③大規模避難所運営の経験分析からの社会
教育的支援体制に関する研究、④ジェンダー
の視点から復興に向けた地域コーディネー
ターの実践コミュニティづくりからの支援
者支援に関する研究、⑤ドイツにおける脱原
発に向けた社会文化運動、チェルノブイリに
おける社会文化調査などの海外事例研究な
どが始めていた。しかし、被災地の広域性、
問題の多様性・複雑性もあり、研究者個人の
問題意識に即した個別的な成果にとどまっ
ていた。そこで、研究成果を相互に共有し、
課題を相対化するとともに、現実の課題解決
にむけて本格的・総合的調査研究が急がれて
いた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、実態をとらえるとともに、

福島県原発被災者の希望をつくる学びと教
育実践の創出のためにどのような社会教育
の構築が求められているのかを明らかにす
ることである。とくに①地域内外に様々な分
断線があるが、それを乗り越える対話型学び
と希望をつくる学び、②避難先での人々の絆
づくりや生活再建に向けての学びに果たす
社会教育・生涯学習施設や関係職員の役割
（避難先での交流、仕事おこし、お茶のみ会、
新旧コミュニティの活動）、③被災当事者を
支える関係機関・職員の支援の在り方を明ら
かにすることに重点をおいた。 
 

３．研究の方法 
(1)実態把握 
復興に向けた被災当事者の取組の実態と

具体的課題の把握を３つのアプローチ（A 住
民主体の自治活動における学習、B 公民館・
集会所における学習活動、C 地域コーディネ
ーターの力量形成）から、アクション・リサ
ーチ（聞き取り調査、当事者との協働調査）、
対話型ワークショップ、ラウンドテーブルの
実施により課題を把握する。また、多様な主
体による地域社会教育実践の国内外の事例
研究を行う。 
 
(2)分析  
長期にわたる実践に耐えうる学習の構成

要素（条件、サイクル等）を、多様な視点（環
境問題、子ども・若者、ジェンダー、多文化
共生）からのESDという観点から、分析する。 
 
(3)試行と総合的考察  
当事者とともに行う教育実践の試行から、

当事者のエンパワメントを促す教育実践の
創出と、地域社会教育システムの構築の在り
かたについて総合的に考察する。 
 
(4)研究体制 
研究代表者・研究分担者は各々個人が研究

フィールドをもち、調査研究を進めてきてい
た。また、阪神大震災から研究を重ねてきて
いるもの、岩手や宮城の津波で被災した地域
で継続的な研究を進めているもの、あるいは
脱原発に舵をきったドイツやチェルノブイ
リでの研究を比較研究しているものもいる。
本研究ではそれぞれの持ち味を活かし、個々
人が進める研究を共有しながら、メンバー全
体が関与するスタディツアー（飯舘、富岡、
南相馬等）・研究会を行うという形式をとっ
た。 
 
４．研究成果 
 本研究をとおして以下のような成果があ
った。 
(1)社会教育視点での避難所・集会所運営の
有効性 
原発事故により故郷を追われた被災者の

喪失感は想像を超えるものがあった。震災関
連死が宮城、岩手と比較して増え続けている
のがその証左である。大規模避難所ビッグパ
レット（郡山市）では被災者自身のボランテ
ィア参加の呼びかけ、図書室開設・情報誌発
行、FM 開局、女性専用スペース確保など、入
所者相互の交流と自治の発展に寄与し、避難
所閉所後は仮設住宅内集会所としてその機
能を引き継いだ。こうした事例を通して社会
教育視点、ジェンダー視点での避難所・集会
所運営の有効性・必要性を示した。とくに避
難所や仮設住宅の集会所、あるいは地域コミ
ュニティつながりを維持する継続的交流の
もつ意味が大きいことが、事例調査から明ら
かにされた。またぶれない、逃げない、平等



性のあるコミュニテイリーダーの存在が浮
かび挙がってきた。これらから住民の生活と
結びついた公民館・公民館職員の存在が求め
られていることが見えてきた。 
 
(2)手の労働、小さな経済、伝統文化・伝統
芸能、コミュニティワーカー 
 原発事故により阿武隈地域一帯が放射性
物質で汚染されたことにより東日本大震災
では農山漁村の住民が多く被災した。放射性
物質により広範囲にわたって汚染された阿
武隈高地は開発が立ち遅れ、このことが人口
流出、少子高齢化を加速させる原因となった
が、同時に地域固有の生活文化・食文化、伝
統芸能が消えずに残されてきていたのもそ
のためである。仮設住宅や借り上げ住宅に住
む被災女性にとって、衣食に関わる手仕事
（＝小さな経済）は生きがいづくり、平常心
の回復に大きな役割を果たすことが明るみ
になった。ここで重要なのは、被災当事者で
ありながら被災者によりそいながら、こうし
た活動を支える「コミュニティワーカー」の
存在である。また、被災地の生活再建がまま
ならない時点から、コミュニティの再構築に
向けて、伝統文化・伝統芸能による地域の絆
の取り戻しを図ろうとする実践が各地で確
認された。地域の記録を身体的・表現的活動
として共有するものとして存続・継承しよう
とする試みといえる。 
 
(3)公民館の可能性と限界 
公民館等の社会教育施設の震災時対応に

ついて、岩手県では全県調査を実施している
が長期避難の自治体が多いこともあってか、
福島県では全県調査を行っていなかった。そ
こで1年延長して市町村自治体調査をとりま
とめた。その結果、中通りの公民館では地元
住民の避難所というだけでなく、浜通りから
の避難者受け入れに、震災前から地域の拠点
施設として自治体・婦人会等を含めた地域住
民との関係が強い公民館ほど（混乱もありな
がらも）地域住民との協働が機能したことが
明らかになった。また住民からの要請や公民
館職員の裁量で震災の経験を生かした「ボラ
ンティア講座」や「放射能教室」、「防災教室」
が始まっていることも分かった。しかし、こ
うした取り組みは個別的なケースに留まっ
ており、とくに避難を余儀なくされた浜通り、
阿武隈高地の自治体社会教育は長いこと縮
小・停止状態にあって、帰還困難区域以外は
「解除」となった 2017 年以降も平常の活動
には戻っていないことも分かってきた。その
中で住民の日常を取り戻そうと南相馬市中
央図書館が開館を急いだことは注目される。
自治体社会教育の位置づけ如何が対応の違
いをもたらしていた。 
 
(4)地縁型コミュニティからネットワーク型
コミュニティの形成と支援 
復興集中期間が終わり、被災者のおかれて

いる状況も大きく変容しつつあるなかで、被
災者の自立を後押しする多様な学びと諸実
践の展開が確認された。そこでは震災以前の
コミュニティの絆を取り戻す地域行事、ある
いは放射能で汚染された地区の農地を住民
の手で再生する実証実験などが重ねられ、地
縁的コミュニティが再生・復活しているよう
に見えるが、地区内外の志をもつ多様な主体
が関わっており、地縁的組織をコアとしつつ
も外に開かれたネットワーク型コミュニテ
ィの形成が見て取れる。 
また避難指示区域が解除となる新たな段

階（2017 年度）での住民の課題とエンパワメ
ントの諸契機について明らかにするために、
避難先と避難元を往復している飯舘村の被
災者の声を学生が聴き取るアクションリサ
ーチや帰還意向のない浪江町民を対象とし
たワークショップを行った。こうした取り組
みや要望をまとめる過程にエンパワメント
の契機があることが見えてきた。 
市民と研究者の共同学習や住民による復

興計画づくり、行政・学校関係者による復興
教育プランの策定などの実践も生まれ、そこ
には学びあうコミュニティがあることを捉
えることができた。しかし、こうした取り組
みは散見されるに留まり、住民不在の地域復
興が進められており、このことが被災者を苦
しめていることも忘れてはならない。 
 
(5)原発被災当事者を支える対人支援職、コ
ーディネーターの養成・支援 
 命が危険にさらされる局面で人々が支え
あった時期の後に立ちあらわれたのは、放射
能の捉え方をめぐる世代、性、地域による差
異、強制避難者と自主避難者との溝、避難住
民と受け入れ住民との軋みなど、住民間の分
断・対立の深まりである。対立分断を乗り越
える被災当事者の学びが求められる事態の
中で、自治体職員、教員、保健師、福祉関係
職員等の被災当事者を支える関係職員への
支援の在り方が問われるが、被災者支援業務
をとおしてどのような力量が蓄えられたか、
逆にどのような課題があったのかを確認し
あい、高め会う機会として、ラウンドテーブ
ルにより振り返り、記録化の作業を行い、こ
れからの有効性を確認した。今後は対人支援
職、コーディネーターの養成・支援の仕組み
をシステム化することである。2020 年度から
社会教育主事講習、主事養成課程を習得した
ものは社会教育士の称号が付与される方向
だが、原発被災による対人支援職なども含め
た人をつなぎ支える職の意義が広く理解さ
れるようになったこととも関わることと思
われる。 
 
(6)防災教育・放射能教育、当事者による課
題発見・解決調査 
上記の研究成果に基づく以下の防災教育、

放射能教育の取り組みも一定進んでいる。 
①防災教育教材の開発とその利用である。避



難所運営をゲーム形式で学んで防災教育教
材を作成し、その試行を重ねながらブラッシ
ュアップをはかってきたが、大規模災害がい
つどこで起きるとも限らないと認識が高ま
っており、全国に利用が広がっている。 
②ベラルーシの住民の放射線との向き合い
方、及びベラルーシ中等教育施設での放射線
防御知識の実践的獲得プロセスの調査を踏
まえつつ、日本の被災地での放射線リスクの
向き合い方についての研究が始まっている。
なお、ベラルーシの複数回の訪問で培われた
関係性を活かして、ベラルーシの高校生と東
京や福島の大学生や高校生との交流イベン
トを通して、若者同士による汚染地域の再生
に向けた議論(交流)を実現するなど社会貢
献にも寄与することができた。 
③震災からの復興・再生に向けたワークショ
ップや被災当事者による課題発見・課題解決
調査の関与など、地域再生の実践に協働で加
わりながら、地域課題の地域診断の手法を実
践的に獲得し、普遍化するてがかりを得た。 
 
(7)その他 
 その他、被災者の語りや被災地訪問学習の
意義、ジェンダーの視点からの「母子避難」
ではなく「家族とともに避難する権利」など
の提起も行った。 
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